
社　協　だ　よ　り

　福祉への関心と理解を図るとともに住民への参加を促進する。

３．社会福祉の拡大と助長

⑴　低所得者対策

▼生活福祉資金貸付事業（県社協）
経済的な自立を目的とした資金の貸付け及び償還指導を行い、
民生・児童委員の相談援助活動の協力を得て、当該世帯の自
立を支援する。

▼小口生活資金貸付事業（町社協）
低所得世帯において、緊急の出費を要するため困窮している
場合に一時的生活資金を貸し付け、当該世帯の自立の支援指
導を図る。

▼行路人援護
⑵　高齢者・身体障がい児（者）福祉の増進

▼地域支援事業の実施（コミュニティサロンの普及強化、介護予
防事業の開催）

▼介護用品の貸出（車椅子・ベット・エアーマット）
介護保険制度上でのサービスを利用できない方等へ貸出する
ことにより介護予防及び福祉の増進を図る。

▼さくら号（リフト車）の貸出
　車椅子を必要とする障がい者及び高齢者の移動の援助を図る。

▼配食サービス事業の実施
一人暮らしの高齢者及び高齢者世帯への配食サービスを実施
し、安否確認も行う。
費用は無料とし、財源は福祉バザー収益金等による。

▼クリスマスのつどいの開催
在宅障がい児（者）及びその父兄を交え社会参加への援助・
助言を行う。

▼障がい者音訳サービス事業の実施
視覚障がい者等への情報提供を目的に、町広報紙及び社協だ
より等の音訳ＣＤを貸し出す。

▼思いやり福祉サービスの実施
高齢者・障がい児（者）を対象に、会員登録制による在宅福
祉サービスを行う。

協力会員養成講座を開催する。
⑶　児童福祉の増進

▼福祉協力校への活動協力援助

▼ボランティア体験学習の開催と協力
⑷　福祉人材の育成

▼社会福祉実習生の受け入れの協力
⑸　福祉関係団体活動支援

▼老人クラブ、遺族会、母子寡婦会、みずほ会、やすらぎ会、心
身障害児療育父母の会、ボランティア連絡協議会、朗読ボラ
ンティア声のリボン、身体障害者更生会の事務及び運営費補
助・活動への協力と援助。

⑹　ボランティアセンター事業運営の強化

▼ボランティア支援事業
　ボランティア保険への加入、視察研修会開催等の支援

▼ボランティア相談事業
　ボランティアコーディネーターによる依頼の相談、活動相談及

び活動先紹介。

▼ボランティア活動情報の提供
　社協だよりの掲載、ボランティア情報誌の発行

▼ボランティア養成事業
　各種ボランティア養成講座の開催と育成の充実強化

４．募金運動の推進

⑴　赤い羽根共同募金の推進
　豊かな福祉社会を実現するために募金運動に協力する。
⑵　配分申請調整機能の充実
　社会福祉法人、ＮＰＯ法人、ボランティア団体等への周知に努める。
⑶　歳末たすけあい運動

歳末たすけあい実行委員会を開催し弱者、困窮者等への適正配分
の実施

⑷　福祉バザーの実施及び町民への周知と理解を図る

５．福祉サービス利用支援

⑴　苦情解決窓口設置事業
介護保険事業サービスや地域福祉サービス等の苦情に対応する
ため、苦情解決責任者、第三者委員を設置して適切なサービスの
提供に努める。

⑵　日常生活自立支援事業
判断能力が不十分な方が地域で自立した生活が送れるよう、生活
支援の協力のもと、福祉サービスの利用援助、日常的金銭管理、
通帳などの書類の保管などを適正な方法で支援する。

６．指定管理事業

⑴　総合老人福祉センター

▼受付業務、利用者証の発行等円滑な経営管理に努める。

▼各種事業開催により、高齢者の生きがいづくりと入館者増を図る。

▼老朽化する施設の維持管理並びに修繕、環境整備を行い、高齢
者の憩いの場としての機能向上に努める。

▼季節的特別企画を開催し、入館者増を図る。

▼ 趣味嗜好を取り入れた事業活動を行い高齢者以外の方の利用
の増進を図る。

▼売店等のサービスの充実を図る。
▼消防避難訓練を年２回実施し、入館者の安全管理に努める。

⑵　デイサービスセンター

▼消防訓練を年２回実施し、利用者の安全管理に努める。

▼介護保険対象施設として、利用者確保に関するＰＲ活動に努める。

▼利用者へのサービス向上及び職員の質の向上に努める。
⑶　障害者生産活動センター

▼利用者の日常生活支援を通して、個々の能力や可能性を広げる
ことに努める。

▼施設の資源を効率よく活用することに努める。

▼ プランター配置事業協力者の拡大と町民との交流を通して障
害への理解を図る。

▼利用者の賃金増額に向けての事業拡大を図る。

▼消防避難訓練を年２回実施し、利用者の安全管理に努める。
⑷　障害者デイサービスセンター

▼機能訓練を通じて、個々の能力維持及び生きがいを持ってもら
うよう支援する。

▼家族・介護者の負担の軽減を図る。

▼消防避難訓練を年２回実施し、利用者の安全管理に努める。

７．社協独自事業

⑴　小規模多機能施設「えがお」の管理経営

▼他の地域密着サービスや町との連携強化に努める。

▼避難訓練等を年２回以上実施し利用者の安全管理に努める。

▼年６回の推進会議を開催し円滑な小規模多機能施設運営を行う。

▼介護保険対象施設として、利用者確保及びサービスの向上に努
める。

▼利用者へのサービス向上及び職員の質の向上に努める。

８．企画・調査研究事業

⑴　「子ども・子育て支援事業」に関する調査・研究
町福祉課との定例検討会を設け、「子ども・子育て支援事業」実施
に向けての課題等を整理・検討し、地域福祉サービスの提供実現
に努める。

⑵　社会福祉関係事業所との連携と情報の共有体制の確保
より効果的な事業を推進するため、福祉施設をはじめとする社会
福祉関係機関等との連携や連絡調整に努める。

⑶　調査研究活動事業
在宅福祉サービスの充実や福祉サービス等地域福祉を推進して
いくために、各種ニーズ調査等を通じて、住民の福祉に対する要
望や意見の把握に努め、活動や事業に反映させる。
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